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在留外国人が急増していることや定住化する傾向を受け、在留外国人の社会保障に対する社

会的な関心も高まっている。その中、日々の生活に欠かせない医療について、在留外国人には健
康格差や医療格差が生じていると指摘されている (Yasukawa et al., 2019)。在留外国人が適切な
医療サービスを受けられない状況は、経済的制約や言語障壁などさまざまな原因によるものと
考えられるが、公的健康保険に加入していないことが最も在留外国人の医療アクセスを阻害す
る外的要因の一つであると見られる(森田他、2021; Lu, 2023)。Suguimoto et al. (2012)は長浜市
に住むラテン系在留外国人を対象に調査した結果、282 名の調査対象者のうち約 2 割(19.8%)が
公的健康保険に加入していないと報告している。Higuchi et al. (2021)は愛知県内で在留外国人を
対象とした無料健康相談会を行っている外国人医療センターの活動記録を用いて分析を行った
結果、2012 年から 2016 年にわたり合計 608 名の分析対象者のうち、公的健康保険に入っていな
い者は 101 人で全体の 16.6%を占めていることが明らかになった。これらの研究から、公的健康
保険にカバーされていない在留外国人は少なくなく、「国民皆保険」という特徴をもつ日本の医
療保障制度はうまく機能していないところもあると言える。こうしたことを踏まえ、本研究は在
留外国人の公的健康保険の未加入要因を明らかにすることを目的とする。 
本研究は、Social Science Japan (SSJ) データアーカイブから、サーベイリサーチセンターが寄

付した「在留外国人に関する調査, 2020」(2021 年 10 月に公開)および「在留外国人に関する調
査, 2022」(2024 年 4 月に公開)の個票データの提供を受けた。「在留外国人に関する調査, 2022」
は、第 1 回の「在留外国人に関する調査, 2020」の繰り返し調査であり、調査票はフェイス項目、
職業、生活、医療や保険、災害時の対処、子供の教育などで構成されている総合的な調査である。
分析は 2 項ロジスティック回帰モデルを用いて進める。被説明変数は公的健康保険の加入有無
とする。公的健康保険加入の場合は被説明変数 Y を 1 とし、そうでない場合は、0 とする。ただ
し、日本での健康保険加入状況について「わからない」を選んだ調査対象者は分析から除外する。
また、在留資格が特別永住者や居住期間が生まれてからずっとと回答した者は日本の医療保険
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制度に対して一定の知識があるとみられ、これらの調査対象者も分析から外す。説明変数の設定
は調査票の内容と先行研究を踏まえて行う。また、未加入者数が限られており、本研究では、よ
り安定した推定量を得るために、すべてのデータをプールしてプールド・クロス・セクション・
データ(pooled cross-sectional data)を用いて分析を行う。ただし、調査時期が COVID-19 の流行
前後で、パンデミックに対する在留外国人の健康保険加入行動がどのように変化したのかを検
証するため、調査年を区別し、年度ダミーをモデルに含める。性別、年齢層、居住地域、調査年
をコントロール変数とし、説明変数は、就業形態、月収、海外への送金有無、日本における居住
期、日本語学習歴、日本人近隣との付き合い、健康診断の受診状況、自身の健康状態に対する不
安、同居人有無、在留資格及び出身地域となる 1。 
フルモデルによる推定結果、性別が男性、年齢層が 40-49 歳、居住地域が中部地方、就業形態

が無職・求職中や不明、月収が 10 万円以下や 10 万円以上 20 万円以下、健康診断を受けていな
いこと、自身の健康への不安がないことの推定係数はいずれもマイナスで有意差があった。一方、
在留資格が永住者、十分に日本語ができること等が公的健康保険の加入と有意な正の相関がみ
られる。また、フルモデルは加入者か未加入者かを判別するモデル能力を表す指標である
ROC(受診者動作特性)曲線下面積(Area under ROC curve)が 0.80 を上回った値となっているた
め、公的健康保険の加入有無について優れている判別力を持つと考えられる。これらの結果は、
健康(保険)とその他の財の消費のトレードオフ、または健康保険に加入する費用の負担と健康リ
スクのトレードオフが在留外国人の公的健康保険加入の意思決定に影響を及ぼすことを示唆し
ている。 
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1 説明変数と被説明変数の関係性については、カイ二乗検定の結果、同居人有無を除くすべての説明変数に
おいて 10%の有意水準で有意性があった。ただし、同居人有無の P 値は 10%付近のため、分析に用いる。 


